
― 62 ―

８．国有資産等所在市町村交付金に関する調

交付金を交付

すべき団体

国　又　は

地方公共団体

構成比 前年比

％ ％

Ａ

千円

  国又は地方公共団体が、前年の3月31日現在において所有する固定資産で、次の各号に掲げる固定
資産に該当するものにつき、当該固定資産所在の市町村に対して、国有資産等所在市町村交付金を
交付する。

 ⑤ 水道施設等

   　 公　 有　 資　 産

円 ％

区　　　分

円

 る固定資産ほか（③に掲げるものを除く。）

 　国有林野の管理経営に関する法律第２条第１項の国有林野に係る土地

 第２条第６項に規定する工業用水道施設のうちダム以外のものの用に

 供する土地又は水道若しくは工業用水道の用に供するダムの用に供す

 る固定資産で、政令で定めるもの（①に掲げるものを除く。）

平成27年度

前年比 金　　額

 (1) 国有資産等所在市町村交付金の概要

 (2) 国有資産等所在市交付金の年度別決算額

交 付 金 の 客 体 と な る 固 定 資 産

 　当該固定資産を所有する国又は地方公共団体以外の者が使用して

 いる固定資産（②・③に掲げるものを除く。）

 　空港法第４条第１項及び同法第５条第１項に規定する空港の用に供す

 ① 貸 付 資 産

 ② 空港用資産

 　発電所、変電所又は送電施設の用に供する固定資産（①に掲げるも

平成26年度

 ③ 国有林野の土地

 ④ 発送変電施設

区　　　分

 のを除く。）

 　水道法第３条第８項に規定する水道施設若しくは工業用水道事業法

金　　額

算定標準額

構成比

％

台帳価格

　国有資産等所在市交付金

    　国　 有　 資　 産

千円

（Ｂ ×

交付金額

国　　　　　有　　　　　資　　　　　産

Ｂ Ｃ

）台帳価格

千円

Ｄ Ｅ

（Ｄ×適用率）

付　 １／３　適 用 分

（Ａ×適用率）

千円 千円

貸　 １／６　適 用 分

産   そ の 他 の も の

資　 ２／５　適 用 分

空港用資産　特例１／２

計

合　　計

国 有 林 野 の 土 地

水道施設等に係る土地

公　　　　　有　　　　　資　　　　　産

 (3) 平成30年度国有資産等所在市交付金明細

※端数の関係で，総数と内訳の合計とは一致しない場合がある。

算定標準額
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㻝㻜㻟㻚㻠 㻝㻜㻠㻚㻥

㻤㻟㻣㻘㻢㻞㻠

㻠㻤㻤㻘㻝㻠㻝

㻟㻠㻟㻘㻤㻞㻥

㻞㻢㻢㻘㻡㻠㻤

㻝㻝㻤㻘㻥㻢㻢 㻝㻝㻤㻘㻥㻢㻢

㻝㻠㻞㻘㻞㻟㻤㻘㻜㻟㻥

㻝㻘㻢㻢㻢㻝㻘㻢㻢㻢

㻣㻠㻘㻠㻜㻥㻘㻣㻟㻤 㻟㻣㻘㻞㻜㻠㻘㻤㻢㻥 㻡㻞㻜㻘㻤㻢㻤

㻜 㻞㻤㻠㻘㻣㻣㻤

㻜

㻤㻝㻜㻘㻠㻞㻟㻘㻟㻜㻜 㻝㻜㻜㻚㻜

㻤㻣㻤㻘㻞㻡㻢㻢㻞㻘㻣㻟㻞㻘㻢㻜㻥

㻞㻤㻠㻘㻣㻣㻤 㻟㻘㻥㻤㻣

㻢㻣㻘㻠㻞㻠㻘㻡㻡㻣 㻞㻡㻘㻝㻞㻟㻘㻥㻥㻢 㻟㻡㻝㻘㻣㻟㻡

     ※　交付金算定標準額の特例

㻤㻣㻤㻘㻞㻡㻡㻘㻡㻜㻜㻝㻜㻞㻚㻥 㻤㻟㻣㻘㻢㻞㻟㻘㻢㻜㻜 㻝㻜㻜㻚㻜㻝㻜㻜㻚㻜

㻟㻘㻥㻤㻤
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